
『人が辞めるのは会社のせい』 Z世代からベ
テランまでが輝く組織へアップデートする5
つの衝撃的な方法
「最近の若手はすぐに辞めてしまう」「Z世代との間には埋めがたいギャップがある」。
多くの経営者や管理職が、このような悩みを抱えているのではないでしょうか。これは単
なる人事問題ではなく、未来の競争力を左右する経営課題です。採用と育成に投じたコス
トが回収される前に人材が流出すれば、組織の活力は確実に失われていきます。

しかし、もしその問題の原因が「若手世代」にあるのではなく、「会社そのもの」にある
としたらどうでしょう？

本記事では、ある企業が自社の離職問題に正面から向き合い、「人や組織をアップデート
する」ことでこの課題を乗り越えた事例を紹介します。そのプレゼンテーションから、旧
来の価値観を脱ぎ捨て、Z世代からベテランまで誰もが輝ける組織へと生まれ変わるため
の、衝撃的かつ実践的な5つの方法を抽出し、解説します。

--------------------------------------------------------------------------------

1. 意識改革：「迎え入れる側」が変わるという衝撃の事実

1.1. コンセプトの説明

改革の第一歩は、根本的な意識の転換から始まります。その核心にあるのが「迎え入れる
体制を作ろう」というコンセプトです。これは、新入社員を「型にはめるべきコストセン
ター」と見なす旧来の考え方を捨て、「統合すべき価値ある資産」として捉え直すという
戦略的な転換を意味します。会社側がまず「新世代が適応し、活躍できる場所」へと自ら
をアップデートしていくのです。

このプロセスは「組織社会化」と呼ばれます。新人が組織に馴染めないのは、本人の努力
不足だけでなく、迎え入れる組織全体の仕組みに問題があるからです。事実、この企業も
かつては「戦力になる前に離職」「戦力になったが離職」といった深刻な課題を抱えてい
ました。問題は新人にあるのではなく、彼らを受け入れる側の私たちにある、という視点
に立つことがすべての出発点となります。

1.2. なぜこれが重要なのか



この意識改革を怠ることは、組織にとって緩やかな自殺行為に他なりません。世代間の
ギャップや外部環境のせいにするのは簡単ですが、それでは何も解決しません。真の解決
策は、組織が自らを省み、主体的に変わろうとする姿勢にあります。これを怠れば、高い
離職率、無駄になる教育コスト、そして「人が定着しない会社」というレピュテーション
の悪化といった、致命的な結果を招くだけです。未来の成長のためには、まず自分たちの
足元を見つめ直す勇気が求められます。

1.3. 問いかけを引用する

このプレゼンテーションでは、すべての経営者やリーダーに、次のような強烈な問いを投
げかけています。自社の状況を振り返りながら、考えてみてください。

迎え入れる側の私たちは、本気で自分たちのコミュニティーに馴染んでもらう努力をして
いるか？

--------------------------------------------------------------------------------

2. 行動変革：「言うだけ」で終わらせない、11の具体的
ルール

2.1. アップデートの具体策

企業文化の変革は、スローガンを掲げるだけでは実現しません。社員が日々働く環境その
ものを変える、具体的で目に見えるルール変更が不可欠です。この企業では、組織文化の
新たな土台を築くために、11項目にわたる具体的なルールを策定し、実行しました。

2.2. 11のルールをリストアップする

これらのルールは、単なる羅列ではありません。①経済的基盤の安定（賃金、手当）、②
労働環境の健全化（労働時間、コンプライアンス）、そして③個人の成長と両立支援（制
度創設、面談）という、3つの戦略的柱から成り立っています。

1. 賃金の改善
2. 時間外労働の問題点の解消
3. コンプライアンス規程の制定
4. 就業規則の全面改定
5. 社員を支援する制度の創設
6. 業務量の適正化及びチーム制の徹底
7. 人事制度の改定
8. 奨学金等返還支援制度の創設
9. 仕事と子育て、仕事と介護の両立支援



10. 社内業務の見直し
11. 社員面談等の実施

2.3. 「働きやすい会社」へのブランディング

今日の透明性が高いレビュー主導の世界において、エンプロイヤーブランドは捏造できま
せん。上記11のルールは単なる社内規定ではなく、オーセンティックで防御可能なエンプ
ロイヤーブランドを構築するための**「証明」そのものです。時間外労働時間や有給休暇
取得率といった客観的なデータを公開することで、「働きやすい」という言葉に実態が伴
い、トップタレントを惹きつける強力な経営資源**となるのです。

--------------------------------------------------------------------------------

3. マインドセット変革：「教育」と「対話」が組織を育て
る

3.1. 教育の重要性

多くの中小企業で見過ごされがちなのが、組織の一員として機能するための「教育」、特
に管理職に対する教育の欠如です。この企業は、自社の根本的な問題はリーダー層にある
と結論づけました。その問題とは、「人を育てる意識が足りない」そして「人を育てる知
識が足りない」という2点に集約されます。専門知識だけでなく、組織人としてのあり方
を教えることが不可欠なのです。

3.2. コミュニケーション改善への投資

同社は、コミュニケーションを個人の才能ではなく「学習可能なスキル」と捉え、全社員
を対象に改善のための投資を行いました。アサーティブコミュニケーション、他者理解、
感情のコントロールといった研修を通じて、対話の質を高める努力をしています。

**デジタル時代だからこそ、アナログな対話に投資する。**これが同社のもう一つの重要
な戦略です。雑談の推奨や、委員会メンバーを定期的に入れ替えることで部署を超えた交
流を促すなど、意図的に「アナログな」コミュニケーションの機会を創出し、組織内に血
の通った対話を生み出す工夫を凝らしています。

3.3. 改革の順序

教育を浸透させる上で、極めて重要な洞察があります。それは、改革は必ずトップダウン
で進めなければならない、という点です。



教育は、責任と権限の大きいポジションから始め、中堅、若手へ広げる。（上長が変わら
なければ、部下が変わるはずがない。）

--------------------------------------------------------------------------------

4. 抵抗勢力への対処法：「いつの間にか変わっていた」作
戦

4.1. 変化への抵抗という現実

どんな組織改革にも、必ず「変えたくない勢力」からの抵抗が伴います。ここで改革を推
進する側が「変えたい勢力」として真正面から対立してしまうと、議論は停滞し、組織は
疲弊してしまいます。重要なのは、「対立ではなく対話」の姿勢です。

4.2. 「いつの間にか変わっていた」作戦の解説

この企業が採用したのは、「いつの間にか変わっていた作戦」という、巧妙かつ効果的な
戦略です。そのプロセスは以下の通りです。

• まず、継続的に小さな変化を数多く起こし始めます。
• 次に、どちらでもない「その他大勢」の層を巻き込んでいきます。
• 「対立・批判」ではなく、「対話・提案」を重ねることで、前向きな議論を促進し

ます。
• この小さな変化がやがて大きなムーブメントとなり、気づいた時には新しい状態が

当たり前になっている、という状況を作り出すことを目指します。
この戦略の要諦は、抵抗勢力との直接対決を避け、変革を「既成事実化」することにあり
ます。多数派を巻き込むことで、変化を「個人的な意見」から「組織の総意」へと昇華さ
せるのです。

--------------------------------------------------------------------------------

5. リーダーシップの神髄：山本五十六に学ぶ、人が育つ関
わり方

5.1. 普遍的な知恵の紹介

組織をアップデートし、人材を育成するリーダーシップの理想形は、旧海軍大将・山本五
十六の有名な言葉に集約されています。これは時代を超えて通用する、人材育成の普遍的
な知恵と言えるでしょう。



5.2. 山本五十六の言葉を引用する

やってみせ、言って聞かせて、させてみせ、 褒めてやらねば人は動かじ。

話し合い、耳を傾け、承認し、 任せてやらねば人は育たず。

やっている、姿を感謝で見守って、 信頼せねば、人は実らず。

5.3. 現代のマネジメントへの応用

この言葉は、真の「迎え入れる体制」を築くために必要な、経営者や管理職の旅路そのも
のを完璧に示しています。それは直接的な指導（やってみせ）から始まり、権限移譲に
よるエンパワーメント（任せてやらねば）へと移行し、そして最終的には深い信頼（信
頼せねば）へと至ります。これは単なるチェックリストではなく、強靭な組織を定義す
る「育て・育てられる風土」そのものを醸成するためのモデルなのです。

--------------------------------------------------------------------------------

結論：未来への問いかけ

若手が定着する会社を作ることは、「適切な人材」を探し続けることではありません。「適
切な会社」に自らがなることです。それは一度きりの改革で終わるものではなく、会社の
仕組み、社員のマインドセット、そして日々のコミュニケーションを絶えずアップデート
し続ける、終わりのない旅路なのです。

もはや問いは「どうすれば優秀な人材を見つけられるか？」ではありません。「どうすれ
ば優秀な人材から選ばれる会社になれるか？」です。これこそが、来るべき10年における
決定的な競争優位性となるでしょう。


